
健生支第 2848 号 

令和３年２月 19日 

生活保護法指定柔道整復師 各位 
生活保護法指定あん摩マッサージ指圧師 各位 
生活保護法指定はり・きゅう師 各位 

横浜市長 林 文子     

 

生活保護医療扶助及び中国残留邦人等に対する医療支援給付における 

押印の取扱い及び一部様式の変更について（通知） 

 

平素より本市の生活保護医療扶助の実施にご協力いただき、ありがとうございます。 

 この度、「押印を求める手続の見直し等のための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令の施行等に

伴う通知様式等の改正について（通知）（令和２年 12月 28日社援保発 1228第１号厚生労働省社会・援

護局保護課長通知及び令和３年１月７日社援保発 0107第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）」

が発出されました。これに伴い、本市での医療扶助及び中国残留邦人等に対する医療支援給付に関する

押印の取り扱い及び一部様式に変更がございますので、通知させていただきます。 

 

１ 押印の取り扱いについて 

下表の様式に関して、令和３年３月１日から医療機関による押印が不要になります。また、今回の

押印の取り扱いの変更に伴い、様式の一部変更がございます。 

※給付要否意見書（所要経費概算見積書）等の請求に関する書面への押印は変更ありません。

令和３年３月１日から押印欄が削除される様式

・生活保護法指定施術師・助産師指定・指定更新申請書
・誓約書（施術師・助産師）
・生活保護法指定施術師・助産師変更届出書
・生活保護法指定施術師・助産師休止・廃止・辞退届出書
・生活保護法指定施術師・助産師再開届出書
・生活保護法指定施術師・助産師処分届出書

 

２ 参考資料 

  ①令和２年 12月 28日社援保発 1228第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知 

②令和３年１月７日社援保発 0107第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知 

 

この改正については、本市ホームページにも掲載しております。 

ご不明な点等ありましたら下記までお問合せください。今後も、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

 

 横浜市健康福祉局生活支援課医療担当 
0 4 5 － 6 7 1 － 4 0 8 8 



 

社援保発 0107 第１号 

令 和 ３ 年 １ 月 ７ 日 

  都道府県知事 

各 指定都市市長  殿 

  中 核 市市長 

 

厚 生 労 働 省 

社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

押印を求める手続の見直し等のための厚生労働省関係省令の 

一部を改正する省令の施行等に伴う通知様式等の改正について 

 

 押印を求める手続の見直し等のための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令(令

和２年厚生労働省令第 208 号)が昨年 12 月 25 日に公布・施行されたことに伴い、当職から

発せられた通知により定められた様式等については、国民や事業者等の押印等を不要とす

る等、所要の改正を行うこととしている。 

ついては、当職から発せられた以下の通知の改正の内容について、御了知の上、管内市

町村（特別区を含む。）を始め、関係者、関係団体等に対し、その周知徹底を図るとともに、

対応に遺漏のないよう配慮されたい。 

また、当局所管の法令に基づいて貴団体が実施する手続のうち、関係法令や当職から発

せられた通知とは別に独自に定められている様式等において、国民や事業者等の押印等を

求めている場合においては、「地方公共団体における押印見直しマニュアルの策定について」

（令和２年 12 月 18 日付け規制改革・行政改革担当大臣通知）（別添１、２）及び本通知を

参考として、押印の見直しに積極的に取り組むようお願いしたい。 

 

記 

 

 

第１ 様式の改正 

（１）次に掲げる通知の様式中、「印」を削る。 

 ① 要保護世帯向け不動産担保型生活資金の生活保護制度上の取扱い及び保護の実施機

関における事務手続について（平成 19 年３月 30 日社援保発第 0330001 号）【参考資

料１―１】 

   ・参考例２、参考例３ 

② 東日本大震災による被災者の生活保護の取扱いについて（その３）（平成 23 年５月

２日社援保発 0502 第２号）【参考資料１―２】 

   ・別紙１ 

③ 生活保護法の一部改正に伴う指定助産機関及び指定施術機関の指定事務に係る留意



 

事項等について（平成 26 年４月 25 日社援保発 0425 第９号）【参考資料１―３】 

   ・別添様式例 

 ④ 生活保護法の一部改正に伴う指定医療機関の指定事務に係る留意事項等について

（平成 26 年４月 25 日社援保発 0425 第 11 号）【参考資料１―４】 

   ・別添１様式例 

 ⑤ 生活保護法の一部改正に伴う指定介護機関の指定事務に係る留意事項等について

（平成 26 年４月 25 日社援保発 0425 第 15 号）【参考資料１―５】 

   ・別紙様式例 

 ⑥ 無料低額宿泊所及び日常生活支援住居施設における生活保護の適用について（令和

2年３月 27 日社援保発 0327 第 1 号）【参考資料１―６】 

   ・様式２ 

  ⑦ 日常生活支援住居施設の認定及び日常生活支援委託事務費の取扱いについて（令和

２年４月３日社援保発 0403 第１号）【参考資料１―７】 

   ・様式１、様式１関係①、様式２、様式２－１、様式２－２、様式３ 

 

  

（２）次に掲げる通知の様式中、「㊞」を削る。 

 ① 指定居宅介護支援事業者等への情報提供及び居宅介護支援計画等の写しの交付を求

める際の手続きについて（平成 12 年３月 13 日社援保第 10 号）【参考資料２―１】 

   ・様式第２号 

② 未承認薬・適応外薬に関する医療扶助特別基準の取扱いについて（平成 23 年３月 31

日社援保発 0331 第 13 号）【参考資料２―２】 

   ・別添２ 

③ 生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについて（平成 24 年７月 23 日社

援保発 0723 第１号）【参考資料２―３】 

  ・別添２、別添３、別添４ 

 

（３）次に掲げる通知の一部について、それぞれ次のように改正する。 

① 生活保護の適正実施の推進について（昭和 56 年 11 月 17 日社保第 123 号） 

   ・本文を【別添３―１】のように改める。 

 ② 特定老人保健施設に入所し施設療養に相当するサービスを受ける者に対する生活保

護法による医療扶助の実施について（平成 12 年５月 15 日社援保第 30 号）【参考資料

３―１】 

   ・様式第３号を【別添３―２】のように改める。 

③ 介護保険料加算の認定及び代理納付の実施等について（平成 12 年９月１日社援保第

54 号） 

   ・本文を【別添３―３】のように改める。 

  ④ 生活保護行政を適正に運営するための手引について（平成 18 年３月 30 日社援保発

第 0330001 号） 

   ・本文を【別添３―４】のように改める。 



 

⑤ 医療扶助における移送の給付決定に関する審査等について（平成 20 年４月４日社援

保発第 0404001 号）【参考資料３―２】 

   ・別紙２、別紙３を【別添３―２】のように改める。 

 ⑥ 生活保護に係る外国籍の方からの不服申立ての取扱いについて（平成 22 年 10 月 22

日社援保発 1022 第１号）【参考資料３－３】 

   ・別添を【別添３―６】のように改める。 

 ⑥ 生活保護制度における第三者行為求償事務の手引について（平成 26 年４月 18 日社

援保発 0418 第３号）【参考資料３―４】 

 ・様式第１号、様式第３号、様式第４号中、「㊞」を削る。 

 ・様式第２号、様式第６号を【別添３―７】のように改める。 

⑦ 生活保護法の一部改正による生活保護法第 29 条第２項の創設に伴う同条第１項に

規定する関係先への調査実施に関する留意事項について（平成 26 年６月 30 日社援保

発 0630 第１号） 

   ・本文を【別添３―８】のように改める。 

 ⑧ 生活保護法による進学準備給付金の取扱いについて（平成 30 年６月８日社援保発

0608 第２号） 

   ・本文を【別添３―９】のように改める。 

 

第２ 経過措置 

  改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、当該改正後の

様式によるものとみなすものとすること。 

また、旧様式による用紙については、合理的に必要と認められる範囲内で、当分の間、

例えば、訂正印や手書きによる訂正等により、これを取り繕って使用することができる

ものとすること。 

 



   社援発 1228 第１号 

令和２年 12 月 28 日 

都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

  中核市市長 

 

 

厚生労働省社会・援護局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

押印を求める手続の見直し等のための厚生労働省関係省令の 

一部を改正する省令の施行等に伴う通知様式等の改正について 

 

押印を求める手続の見直し等のための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令(令和２

年厚生労働省令第 208 号)が本年 12 月 25 日に公布・施行されたことに伴い、当職から発せ

られた通知により定められた様式等については、国民や事業者等の押印等を不要とする等、

所要の改正を行うこととしている。 

ついては、当職から発せられた以下の通知の改正の内容について、本日より適用すること

としたので、御了知の上、管内市町村（特別区を含む。）を始め、関係者、関係団体等に対

し、その周知徹底を図るとともに、対応に遺漏のないよう配慮されたい。 

また、当局所管の法令に基づいて貴団体が実施する手続のうち、関係法令や当職から発せ

られた通知とは別に独自に定められている様式等において、国民や事業者等の押印等を求め

ている場合においては、「地方公共団体における押印見直しマニュアルの策定について」（令

和２年 12 月 18 日付け規制改革・行政改革担当大臣通知）（別添１、２）及び本通知を参考

として、押印の見直しに積極的に取り組むようお願いしたい。 

 

記 

 

第 1 様式の改正 

（１） 次に掲げる通知の様式中、「印」を削る。 

① 180 日を超えて入院している患者の取扱いについて（平成 14 年３月 27 日社援発第

0327028 号）【参考資料１－１】 

別紙３ 

② 共済事業向けの総合的な監督指針の策定について（平成 20 年３月 31 日社援発第

0331005 号）【参考資料１―２】 

別添様式１から 42 まで及び様式Ⅱ－３－12－３（３） 

（２） 次に掲げる通知の様式中、「㊞」を削る。 

① 高額寄付者に対する厚生大臣感謝状の贈呈について（昭和 59 年９月 12 日社庶第 104

号）【参考資料２】 



 

別紙様式（１） 

（３） 次に掲げる通知の一部について、それぞれ次のように改正する。 

① 生活保護法による医療扶助運営要領について（昭和 36 年９月 30 日社発第 727 号）

【参考資料３－１】 

 ・次に掲げる様式中、「㊞」を削る。 

    様式 12、様式 19、様式 23 の７      

・本文、様式 11、様式 13、様式 16、様式 17、様式 18 の１、様式 18 の１の２、様式

18 の１の３，様式 25、様式 26 の１、様式 26 の２、様式 26 の３を【別添３－１】

のように改める。 

② 生活保護法による保護の実施要領について（昭和 38 年４月１日社発第 246 号）【参

考資料３－２】 

・本文第９の１中、「署名捺印」を「記名」に改める。【別添３－２】 

③ 生活保護法による保護施設事務費及び委託事務費の取扱いについて（昭和 63 年５

月 27 日社施第 85 号）【参考資料３－３】 

・次に掲げる様式中、「（印）」を削る。 

別紙様式⑴、別紙様式⑷、別紙様式⑻ 

・別紙様式７を【別添３－３】のように改める。 

④ 生活保護法施行細則準則について（平成 12 年３月 31 日社援第 871 号）【参考資料

３－４】 

・次に掲げる様式中、「㊞」又は｢印｣を削る。 

別添１～３、様式第 12～15 号、様式第 27 号、様式第 30 号、様式第 33 号、様

式第 34 号  

・様式 10、様式 20、様式 23 を【別添３－４】のように改める。 

⑤ 社会福祉推進事業実施要領第３条第２項に規定する社会福祉推進事業評価委員会

運営要領について（平成 23 年 12 月６日社援発 1206 第４号）【参考資料３－５】 

・本文及び別紙を【別添３－５】のように改める。 

⑥ 社会福祉推進事業実施要領について（令和２年３月 31 日社援発 0331 第 21 号）【参

考資料３－６】 

  ・別添様式を【別添３－６】のように改める。 

⑦ 生活困窮者自立支援制度に係る自治体事務マニュアルの策定について（平成 27 年

３月 27 日社援発 0327 第２号）【参考資料３－７】 

  ・次に掲げる様式中、「㊞」を削る。 

第１様式３、第３様式１、第３様式４、第３様式５、第３様式６ 

・本文及び次に掲げる様式を【別添３－７】のように改める。なお、第２様式１－

２については、生活困窮者自立支援法施行規則の一部を改正する省令（令和２年

厚生労働省令第 209 号）の改正に伴い、性別欄の削除も併せて行う。 

第１様式１、第１様式２、第２様式１－１Ａ、第２様式１－２、第２様式１－

３、第２様式２－１、第２様式２－２、第２様式５、第２様式６、第２様式９

－１、第２様式９－３、第２様式 10－１、第２様式 10－３ 



 

⑧ 生活保護法による進学準備給付金の支給について（平成 30 年６月８日社援発 0608

第６号）【参考資料３－８】 

  ・３（１）中、「署名捺印」を「記名」に改める。【別添３－８】 

 

第２ 経過措置 

  改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、当該改正後の

様式によるものとみなすものとすること。 

また、旧様式による用紙については、合理的に必要と認められる範囲内で、当分の間、

例えば、訂正印や手書きによる訂正等により、これを取り繕って使用することができるも

のとすること。 

 

 
（照会先） 

厚生労働省社会・援護局 03-5253-1111（代表） 

  総務課 佐藤、太田、若目田、岡﨑（内線 2891、2809） 

  保護課 八木、東浦（内線 2827） 

  地域福祉課 川田、太田（内線 2232） 
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